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「2040年に向けたサービス提供体制等のあり⽅」検討会

【主な課題と論点】
・⼈⼝減少・サービス需要の変化に応じたサービス提供体制の構築や⽀援体制

・介護⼈材確保と職場環境改善・⽣産性向上、経営⽀援
・地域包括ケアとその体制確保のための医療介護連携、介護予防・健康づくり、認知症ケア 等

【スケジュール】
・第１回は1⽉9⽇に開催。その後ヒアリングを⾏いつつ議論し、4⽉10⽇に中間とりまとめ（⾼齢者関係）
・中間とりまとめ以降、他の福祉サービスも含めた共通の課題について検討し、夏を⽬途にとりまとめ

※⾃治体等で先⾏的な取組を進め、その状況報告を随時していただき、議論の参考に資するようにする

検討の⽅向性地域の状況
需要減に応じた計画的なサービス基盤確保既にサービス需要減の地域あり① 中⼭間・⼈⼝減少地域

需要急増に備えた新たな形態のサービスサービス需要急増（2040以降も増加）② 都市部

現⾏の提供体制を前提に需要増減に応じたサービス基盤確保当⾯サービス需要増→減少に転じる③ ①②以外の地域（⼀般市等）

・2040年に向けて、⼈⼝減少のスピードが地域によって異なる中、予防・健康づくり、⼈材確保・定着、
デジタル活⽤等を通じて、地域包括ケアを維持した上で、地域別のサービス提供モデルや⽀援体制を構築
する必要がある。また、地域の状況によっては、事業者間の連携等を通じ、⼈材確保を図りながら
将来の状況をみこした経営を⾏うことにより、サービス提供を維持していく必要がある。

・上記を踏まえ、2040年に向けたサービス提供体制等のあり⽅について検討を⾏うため、本検討会を開催。
具体的な議論の進め⽅としては、まずは⾼齢者に係る施策を検討した上で、その検討結果を踏まえ、
他の福祉サービスも含めた共通の課題についても検討を⾏う（※）。

※⽼健局⻑が参集する検討会。事務局は⽼健局（社会・援護局、障害保健福祉部、こども家庭庁が協⼒）。
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資料４
※⼀部修正

社会保障審議会
介護保険部会（第116回）

令和６年12⽉23⽇



「2040年に向けたサービス提供体制等のあり⽅」検討会 中間とりまとめ（概要）

○ ⼈⼝減少、85歳以上の医療・介護ニーズを抱える者
や認知症⾼齢者、独居⾼齢者等の増加

○ サービス需要の地域差。⾃⽴⽀援のもと、地域の実情
に応じた効果的・効率的なサービス提供

○ 介護⼈材が安⼼して働き続け、利⽤者等とともに地域
で活躍できる地域共⽣社会を構築

2040年に向けた課題
① 「地域包括ケアシステム」を2040年に向け深化
② 地域軸・時間軸を踏まえたサービス提供体制確保
③ 介護⼈材確保と職場環境改善・⽣産性向上、経営⽀援
④ 地域の共通課題と地⽅創⽣

※ 介護は、特に地⽅において地域の雇⽤や所得を⽀える重要なイン
フラ。⼈⼿不⾜、移動、⽣産性向上など他分野との共通課題の解決
に向け、関係者が連携して地域共⽣社会を構築し、地⽅創⽣を実現

基本的な考え⽅

【中⼭間・⼈⼝減少地域】サービス維持・確保のための柔軟な対応

・地域のニーズに応じた柔軟な対応の検討
配置基準等の弾⼒化、包括的な評価の仕組み、
訪問・通所などサービス間の連携・柔軟化、
市町村事業によるサービス提供 等

・地域の介護を⽀える法⼈への⽀援
・社会福祉連携推進法⼈の活⽤促進

【⼤都市部】需要急増を踏まえたサービス基盤整備

・重度の要介護者や独居⾼齢者等に、ICT技術等を⽤いた24時間対
応・包括的在宅サービスの検討

【⼀般市等】サービスを過不⾜なく提供
・既存の介護資源等を有効活⽤し、サービスを過不⾜なく確保。
将来の需要減少に備えた準備と対応

⽅向性
※サービス需要変化の地域差に応じて３分類

（２）⼈材確保・⽣産性向上・経営⽀援 等
・ 地域における⼈材確保のプラットフォーム機能の充実等
・ テクノロジー導⼊・タスクシフト/シェアによる⽣産性向上

※ 2040年に先駆けた対応。事業者への伴⾛⽀援や在宅技術開発
・ 都道府県単位で、雇⽤管理・⽣産性向上など経営⽀援の体制の構築

・ ⼤規模化によるメリットを⽰しつつ、介護事業者の協働化・連携
（間接業務効率化）の推進

（３）地域包括ケアシステム、医療介護連携 等
・ 地域の医療・介護状況の⾒える化・状況分析と2040年に向けた介
護・医療連携の議論（地域医療構想との接続）

・ 介護予防⽀援拠点の整備と地域保健活動の組み合わせ
※ 地リハ、介護予防、⼀体的実施、「通いの場」、サービス・活動

C等の組み合わせ
・ 認知症⾼齢者等に対する、医療・介護等に加え、地域におけるイン
フォーマルな⽀援の推進

（１）サービス需要の変化に応じた提供体制の構築 等

令和７年４⽉10⽇公表
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○ ⽇本の⼈⼝は近年減少局⾯を迎えている。2070年には総⼈⼝が9,000万⼈を割り込み、⾼齢化率は39％の⽔準になると推計
されている。

⽇本の⼈⼝の推移

令和５年推計値
（日本の将来推計人口）

実績値
（国勢調査等）

人口（万人）

15~64歳
人口割合
52.1%

高齢化率
38.7%

合計特殊
出生率
1.36
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15～64歳人口

14歳以下人口

65歳以上人
口

2020年
59.5%

2020年
28.6%

2020年
1.33

2020年総人口
12,615万人

2040年総人口
11,284万人

3,928万
人

6,213万人

1,142万人

2070年総人口
8,700万人

3,367万人

4,535万人

797万人

（出所） 2020年までの人口は総務省「国勢調査」、合計特殊出生率は厚生労働省「人口動態統計」、
2025年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和５年推計）」（出生中位（死亡中位）推計）

3,603万人

7,509万人

1,503万人

（年）
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○ 2040年には、85歳以上⼈⼝を中⼼とした⾼齢化と⽣産年齢⼈⼝の減少が⾒られる。
○ 地域ごとに⾒ると、ほぼ全ての地域で⽣産年齢⼈⼝は減少し、都市部では⾼齢⼈⼝が増加、過疎地域では⾼齢⼈⼝は減少

する。

2040年の⼈⼝構成

（資料出所）第７回 新たな地域医療構想等に関する検討会（令和６年８⽉）
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○ 市区町村別にみると、558市町村（全市区町村の約３割）が⼈⼝半数未満になり、そのうち21市町村が25%未満となる。
○ 特に、⼈⼝が半減する市町村は中⼭間地域等に多く⾒られる。

⼈⼝減少の地域差

（資料出所）国⼟審議会計画推進部会「国⼟の⻑期展望」（令和３年６⽉）
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65歳以上⼈⼝の将来推計①（65歳以上⼈⼝が最⼤となる年）

• 将来推計人口によれば、65歳以上人口は、847市町村（49％）では2020年以前に既にピークを迎えており、都市部を中心に239

市町村（14％）では2040年以降にピークを迎えることが見込まれる。

• 65歳以上人口がピークとなる年は、政令市・特別区・中核市では2040年以降に迎えると見込まれるのに対し、その他の市町村

の65％（1,064市町村）では2025年までに迎えると見込まれる。

︓2020年以前に最⼤

︓2040年以降に最⼤

︓2035年以降に最⼤

︓2030年以降に最⼤

︓2025年以降に最⼤

︓2045年以降に最⼤

︓2050年以降に最⼤

（出典）国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「将来推計⼈⼝」
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8

︓＋30％以上
︓＋15％〜＋30％未満
︓±0％〜+15％未満
︓△15％〜±0％未満
︓△30％〜△15％未満
︓△30％未満

65歳以上⼈⼝の将来推計②（2040年までの65歳以上⼈⼝増減率）

• 将来推計人口によれば、2040年の65歳以上人口は、2020年と比較して、政令市・特別区の約75％では15％以上の増加が見込まれるのに対し、

町村部の約半数では15％以上の減少が見込まれる。

• 政令市・特別区・中核市以外の市町村について、昼夜人口比率が低く（＝昼間の流出人口が多い）、大都市のベッドタウンと推定される市町村

では、2040年の65歳以上人口は相対的に高い傾向がある。
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（出典）国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「将来推計⼈⼝」、総務省「国勢調査」（従業地・通学地による⼈⼝・就業状態等集計）
※「昼夜⼈⼝⽐率」は、100を上回っているときは昼間⼈⼝が夜間⼈⼝を上回ることを⽰し、100を下回っているときは昼間⼈⼝が夜間⼈⼝を下回ることを⽰す。



75歳以上⼈⼝の将来推計①（75歳以上⼈⼝が最⼤となる年）

• 将来推計人口によれば、75歳以上人口は、2020年以前に既にピークを迎えているのは168市町村（9.7％）であり、都市部を中心

に519市町村（30.0％）では2050年以降にピークを迎えることが見込まれる。

• 75歳以上人口がピークとなる年は、政令市・特別区・中核市では2050年以降に迎えると見込まれるのに対し、その他の市町村

の71％（1,160市町村）では2035年までに迎えると見込まれる。

︓2020年以前に最⼤

︓2040年以降に最⼤

︓2035年以降に最⼤

︓2030年以降に最⼤

︓2025年以降に最⼤

︓2045年以降に最⼤

︓2050年以降に最⼤
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9（出典）国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「将来推計⼈⼝」



︓＋30％以上
︓＋15％〜＋30％未満

︓±0％〜+15％未満
︓△15％〜±0％未満

︓△30％〜△15％未満

︓△30％未満

75歳以上⼈⼝の将来推計②（2040年までの75歳以上⼈⼝増減率）

• 将来推計人口によれば、2040年の75歳以上人口は、2020年と比較して、政令市・特別区の67％では15％以上の増加が見込まれるのに対し、町

村部の41％（376市町村）では減少が見込まれる。

• 政令市・特別区・中核市以外の市町村について、昼夜人口比率が低く（＝昼間の流出人口が多い）、大都市のベッドタウンと推定される市町村

では、2040年の75歳以上人口の増加率が相対的に高い傾向がある。
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（出典）国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「将来推計⼈⼝」、総務省「国勢調査」（従業地・通学地による⼈⼝・就業状態等集計）
※「昼夜⼈⼝⽐率」は、100を上回っているときは昼間⼈⼝が夜間⼈⼝を上回ることを⽰し、100を下回っているときは昼間⼈⼝が夜間⼈⼝を下回ることを⽰す。



介護サービス需要の変化①（在宅サービス）

〇 各市町村が作成した第９期介護保険事業計画によれば、全国における在宅サービスの利用者数は２０４０年にピークを迎

えると見込まれる。

〇 保険者によって在宅サービス利用者数が最大となる年は様々であるが、既に２０２４年までに３１３（１９．９％）の保険者が

ピークを迎え、２０３５年までに９０６（５７．６％）の保険者がピークを迎えると見込まれる。

2045年以降に最⼤
2040年に最⼤
2035年に最⼤
2030年に最⼤
2024年以前に最⼤

在宅サービス利⽤者数が最⼤となる年

（出典）第９期市町村介護保険事業計画において各市町村が算出した推計値に基づき作成
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26.6%―322715--政令市・特別区
県庁所在地 (43.2%)(36.5%)(20.3%)

21.8%△5.7%1142222215967
市（上記を除く） (16.7%)(32.5%)(32.4%)(8.6%)(9.8%)

14.9%△11.6%77195160138246
町村（広域連合含む） (9.4%)(23.9%)(19.6%)(16.9%)(30.1%)

26.0%△4.4%8970123202
(再掲)三⼤都市圏 (29.3%)(23.0%)(40.5%)(6.6%)(0.7%)

20.2%△7.5%134374273177311
(再掲)三⼤都市圏以外 (10.6%)(29.5%)(21.5%)(13.9%)(24.5%)

在宅サービス利⽤者数が最⼤となる年と2040年までの増加率

※「在宅サービス利⽤者」は、介護予防⽀援、居宅介護⽀援、（介護予防）⼩規模多機能型居宅介護、看護⼩規模多機能型居宅介護の１⽉あたり利⽤者数の合計

在宅サービス利⽤者数の将来⾒込

※「三⼤都市圏」は、東京圏（東京都特別区、さいたま市、千葉市、川崎市、横浜市、相模原市及びこれらに対する通勤・通学10%圏に含まれる市町村）、名古屋圏（名古屋市及び同市に対する通勤・通学10％圏
に含まれる市町村）、関⻄圏（京都市、⼤阪市、堺市、神⼾市及びこれらに対する通勤・通学10％圏に含まれる市町村） 11



介護サービス需要の変化②（施設サービス）

〇 各市町村が作成した第９期介護保険事業計画によれば、全国における施設サービスの利用者数は２０４０年にピークを迎

えると見込まれる。

〇 保険者によって施設サービス利用者数が最大となる年は様々であるが、既に２０２４年までに２５６（１６．３％）の保険者が

ピークを迎え、２０３５年までに７６２（４８．４％）の保険者がピークを迎えると見込まれる。

施設サービス利⽤者数が最⼤となる年

101 116 122 126 124

0

50

100

150

200

2024 2030 2035 2040 2045

（万⼈）

2040までの増減率
2045以降2040203520302024以前

今後ピーク既にピーク

29.6%―323084-政令市・特別区
県庁所在地 (43.2%)(40.5%)(10.8%)（5.4％）

27.8%△5.7%131296979267
市（上記を除く） (19.2%)(43.3%)(14.2%)(13.5%)(9.8%)

25.2%△10.1%87235105200189
町村（広域連合含む） (10.7%)(28.8%)(12.9%)(24.5%)(23.2%)

34.8%△2.4%8712971143
(再掲)三⼤都市圏 (28.6%)(42.4%)(23.4%)(4.6%)(1.0%)

23.8%△7.7%163432139282253
(再掲)三⼤都市圏以外 (12.8%)(34.0%)(11.0%)(22.2%)(19.9%)

施設サービス利⽤者数が最⼤となる年と2040年までの増加率

※「施設サービス利⽤者」は、介護⽼⼈福祉施設、介護⽼⼈保健施設、介護医療院、地域密着型介護⽼⼈福祉施設の１⽉あたり利⽤者数の合計

施設サービス利⽤者数の将来⾒込

2045年以降に最⼤
2040年に最⼤
2035年に最⼤
2030年に最⼤
2024年以前に最⼤

（出典）第９期市町村介護保険事業計画において各市町村が算出した推計値に基づき作成

※「三⼤都市圏」は、東京圏（東京都特別区、さいたま市、千葉市、川崎市、横浜市、相模原市及びこれらに対する通勤・通学10%圏に含まれる市町村）、名古屋圏（名古屋市及び同市に対する通勤・通学10％圏
に含まれる市町村）、関⻄圏（京都市、⼤阪市、堺市、神⼾市及びこれらに対する通勤・通学10％圏に含まれる市町村） 12



○ 65歳以上⼈⼝10万⼈当たりの事業所数を都道府県別にみると、次の地域差がある。
・⼊所系は秋⽥県、島根県、⻑崎県が多く、東京都、愛知県、⼤阪府が少ない
・通所系は沖縄県、佐賀県、宮崎県が多く、京都府、北海道、埼⽟県が少ない
・訪問系は⼤阪府、和歌⼭県、奈良県が多く、新潟県、⼭形県、茨城県が少ない

介護事業所の数や分布の地域差

（資料出所）厚⽣労働省「令和4年介護サービス施設・事業所調査」、総務省「⼈⼝推計（2022年（令和4年）10⽉1⽇現在）」

を基に作成。
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65歳以上⼈⼝10万⼈当たり介護事業所数
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○ 65歳以上⼈⼝10万⼈当たりの⽼⼈福祉・介護従事者数は、東北、⼭陰、九州地⽅で⽐較的⾼いなど、地域差が⾒られる。
○ そのうち、訪問介護従事者数では、⻘森、東京、神奈川、⼤阪、兵庫、和歌⼭の６都府県のみが全国平均を上回るなど、

⼤きな地域差が⾒られる。

介護従事者の数や分布の地域差

（資料出所）国⼟審議会計画推進部会「国⼟の⻑期展望」（令和３年６⽉）
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医療，福祉分野の雇⽤者報酬、就業者数

• 全産業に占める保健衛生・社会事業の県内雇用者報酬の割合は全国平均で１３．５％であり、大都市部で低く、地方で高い傾向がある。

• 全産業に占める医療，福祉の就業者数の割合は全国平均で１３．２％であり、地方で高い傾向がある。

• 介護を含めた医療，福祉分野は地域経済を支える産業であり、雇用の受け皿になっている。

資料出所：内閣府「県民経済計算（令和３年度）」、総務省「令和２年国勢調査」
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＜全産業に占める医療，福祉の就業者数の割合＞

＜全産業に占める保健衛⽣・社会事業の県内雇⽤者報酬の割合＞

全国平均13.5％

全国平均13.2％
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〇 各保険者における、2050年までの介護サービス利用者数を推計すると、ピークを過ぎ減少に転じた保険者
もある一方、都市部を中心に2040年以降まで増え続ける保険者が多い。

〇 また、最も利用者数が多くなる年の利用者数の2022年の利用者数との比（増加率）をみると、＋２０％未満
の保険者（約44%)が多い一方で、＋６０％以上となる保険者（約13%）も存在する。

※ 2022年12月(10月サービス分）介護保険事業状況月次報告（厚生労働省）、2022年度介護給付費等実態調査（厚生労働省・老健局特別集計）から、保険者別の年齢階級別・サー
ビス類型別・要介護度別利用率を算出し、当該利用率に推計人口（日本の地域別将来推計人口（令和５（2023）年推計）（国立社会保障・人口問題研究所）を乗じて、2022年以降５
年毎に2050年までの保険者別の推計利用者数を作成。

【保険者別 2050年までの間にサービス利用者数が最も多い年】 【保険者別 2050年までの間にサービス利用者数が最も多い年の利用者数の増加率】

2050年
2045年
2040年
2035年
2030年
2025年
2022年

＋100%以上
＋80%～100%
＋60%～80%
＋40%～60%
＋20%～40%
＋20%未満

保険者別の介護サービス利⽤者数の⾒込み
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⾜下の事業所増減率（2040年の65歳以上推計⼈⼝の増加 /減少別）
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65歳以上推計⼈⼝100以上 65歳以上推計⼈⼝100未満

• 2040年における65歳以上推計人口が2020年と比較して増加又は減少により分類し、それぞれに該当する市町村内に所在する事

業所数の増減率を比較。（2019年と2024年の事業所数を比較）

• 推計人口が100以上の市町村では、訪問入浴、居宅介護支援、地密通所を除き増加。一方で、推計人口が100未満の市町村では、

居宅サービスのうち医療系は増加、福祉系はいずれも減少。
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○推計⼈⼝別・サービス別事業所数増減率（2019→2024）
○推計⼈⼝別・居宅・地域密着・施設区分別事業所数増減率
（2019→2024）
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（2040年における65歳以上推計⼈⼝が2020年⽐で100以上の市町村）

（2040年における65歳以上推計⼈⼝が2020年⽐で100未満の市町村）

（出典）市町村別の事業所数は、厚⽣労働省「介護給付等実態統計」（各年１⽉サービス提供分）の任意集計により、請求事業所数を事業所所在市町村別に集計したもの。
2040年における65歳以上推計⼈⼝は、国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「将来⼈⼝推計」 17


